
 

 

  

２０１７年１０月１６日 

イ オ ン 株 式 会 社 

 

食品廃棄物削減に向けた目標を策定 
持続可能な社会の実現に向け、グループをあげて取り組みます 

 

イオンは、食品廃棄物を２０２５年までに発生原単位※１で半減（２０１５年度比）   

させること、および発生した食品廃棄物を資源としていかすため、「食品資源循環モデル」

を２０２０年までに全国１０カ所以上（対象１,０００店舗以上）で構築することを目標と

して策定しました。 
 

イオングループ食品廃棄物削減目標 

■ 食品廃棄物を２０２５年までに半減 

■「食品資源循環モデル」を２０２０年までに 

全国１０カ所以上（対象１,０００店舗以上）で構築 
 

世界では、９人に１人にあたる約７億９，５００万人※２の人々が十分な栄養をとれない

一方、食品として生産されたものの３分の１に相当する年間１３億トン※３が廃棄されてい

ます。こうした状況のなか、国連の２０３０年に向けた「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」

では、小売・消費レベルおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減させるという  

目標が明示されました。日本国内では、食料自給率が４割を切るなか、２,７７５万トン※４ 

が廃棄されており、問題解決が喫緊の課題となっています。 

イオンは、これまでも３Ｒ（Ｒｅｕｓｅ・Ｒｅｄｕｃｅ・Ｒｅｃｙｃｌｅ）の手法に   

より、廃棄物ゼロを目指して取り組んでおり、今回、具体的な数値目標を策定することで、   

取り組みをより加速します。 
 
食品廃棄物については、ＳＤＧｓで掲げる２０３０年目標を５年早く達成すべく、   

２０２５年までに半減させます。目標達成に向けては、店舗ごとに廃棄物の状況の見える

化を通じて発生抑制を図るとともに、グループ企業横断の推進組織を地域ごとに立ち上げ、

ベストプラクティスを共有、実践します。 

商品においては、賞味期限が１年以上の「トップバリュ」の加工食品について、     

小売業としてはじめて賞味期限の表記を“年月日”から“年月”に変更していきます※５。

２０１８年４月をめどに一部商品で切り替え、順次対応していきます。また、品質の劣化

が早い食品に表示されている消費期限と違い、「おいしく食べられる期限」を示した   

賞味期限の意味をお客さまに知っていただく活動もあわせて実施します。 
 
また、廃棄物を単に廃棄するのではなく資源として活用する機会を増やすべく、   

「食品資源循環モデル」を２０２０年までに全国１０カ所以上（対象１,０００店舗以上）

で構築します。店舗や「トップバリュ」商品の製造過程で排出した食品廃棄物を     

堆肥としてリサイクルし、イオンの直営農場で農産物を育て、店舗で販売するという   

サイクルをまわすイオン完結型「クローズド・リサイクル・ループ」に加え、全国各地の

パートナー企業との連携のもと、それぞれの地域特性に合わせた「食品資源循環モデル」

を構築していきます。 
 
当社は、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」    

という基本理念のもと、２０１１年には「イオン サステナビリティ基本方針」を策定、  

２０１４年には企業成長と社会の発展を両立させる「サステナブル経営」をさらに前進  

させるべく、「ビッグチャレンジ２０２０」を掲げてさまざまな活動に取り組んでいます。 

イオンはこれからもさまざまな事業活動を通じて社会課題の解決に貢献します。 

 



 
※１発生原単位：売上１００万円当たりの発生量（食品リサイクル法で業種ごとに基準が 

定められており、小売業の場合は売上１００万円当たりの廃棄物発生量） 
※２国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）、国連世界食糧計画（ＷＦＰ）および国際農業開発基金 

（ＩＦＡＤ）「世界の食料不安の現状」(２０１５年) 
※３国際連合食料農業機関（ＦＡＯ）「世界の食料ロスと食料廃棄」に関する研究報告書（２０１１年） 
※４環境省及び農林水産省 食品ロスを含む食品廃棄物等の利用状況等（２０１４年度推計） 
※５食品衛生法に則った表示です。 
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〔ご参考〕 

【イオン サステナビリティ基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ビッグチャレンジ２０２０】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）】  

 
 
 
２０１５年９月の国連サミットで採択された
「持続可能な開発のための ２０３０アジェン
ダ」に掲げられた１７の「持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）」は、２０３０年に向けて、    
すべての人に普遍的に適用される目標です。 
グローバル企業はもちろん、日本国内企業でも
これらの目標達成に向けた 対応を進めて  
います。 
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〔ご参考〕
１．⾷品廃棄を取り巻く環境
２．イオングループ「⾷品廃棄物ゼロ」取組の考え⽅
３．新たなグループ⽬標の設定
４．取組施策

①店舗・商品を通じて
②地域とともに
③お客さまとともに
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⾷品廃棄を取り巻く環境︓⻑期⽬標の必要性
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社会的課題への対応 管理コスト低減 企業価値向上

⾷品廃棄物の削減に関する
⻑期⽬標の設定

⾷品廃棄物削減に向けた⾏動が今、求められている

社会的責任の視点 企業経営の視点

世界の⾷糧問題

社会的関⼼の⾼まり
（フードバンク等の要請）

⽇本の⾷品ロス621万トン

店舗における廃棄削減による
利益確保

横流し事件等による
⾷品廃棄に関する規制強化
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⾷品廃棄を取り巻く環境︓⾷品廃棄物発⽣量
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⾷品廃棄物量

⾷品廃棄物に占める可⾷部分

⾷品廃棄物全体量 2,775万トン（2014年度）

事業系廃棄物 1,953万トン 家庭系廃棄物 822万トン

1600

【家庭における⾷品ロスの内訳】

過剰除去
（調理くず）
55％直接廃棄

18％

⾷べ残し
27％

店舗

⾷品ロス計 621万トン⾷品ロス計 621万トン 農⽔省資料より作成

⽣産

（万トン）
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重
点
課
題

イオンサスティナビリティ基本⽅針と重点課題

基
本
⽅
針

私たちイオンは、「お客さまを原点に平和を追求し、⼈間を尊重し、地域社会に
貢献する」という基本理念のもと、多くのステークホルダーの皆さまとともに、
持続可能な社会の実現を⽬指します。
取組みにあたっては、「低炭素社会の実現」、「⽣物多様性の保全」、 「資源の
有効利⽤」、「社会的課題への対応」を柱とし、グローバルに考え、それぞれの地域に
根ざした活動を積極的に推進してまいります。

取
組
視
点

店舗で店舗で 商品で商品で お客さま
とともに
お客さま
とともに

イオンサステナビリティ基本⽅針

2011年 3⽉1⽇制定
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安全性

トレーサビリティ

環境負荷

法令順守
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イオングループにおける「⾷品廃棄物ゼロ」取組の考え⽅

店舗・商品を
通じて

地域と
ともに

お客さまと
ともに

「廃棄物ゼロ」
コンセプト
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・発注精度の向上
・販売容量の⾒直し
・廃棄売変削減
・ISO14001の運⽤
・分別・リサイクルの徹底

・店頭キャンペーン
・⾷育の推進
・⾷品ロス予防グッズの提案

・⾷品リサイクルループの構築
（飼料化、肥料化等）
・フードバンク等への寄付
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２．⾷品資源循環モデルの構築
店舗・⽣産者・リサイクル業者等の連携による地域循環モデルを
2020年までに全国10か所・グループ1000店舗以上で構築

イオングループ⾷品廃棄物削減⽬標

１．⾷品廃棄物を2025年までに半減
発⽣原単位（売上百万円あたりの⾷品廃棄物発⽣量）を2015年度⽐で、
2020年までに25％削減、2025年までに50％削減
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⾷品廃棄物発⽣量の削減（⽬標値）
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グループ横断的に、各エリア単位で取り組みを推進
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◆エリア別推進組織の設置

◆「廃棄物の⾒える化」促進

◆資源循環モデル10か所構築

◆これまでの取り組み

【イオングループ ⾷品廃棄物発⽣量（原単位）の推移】
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「⾒える化」を通じて、発⽣量の削減と従業員の意識向上へ
店舗・商品を通じて︓⾷品廃棄物発⽣量の削減

発⽣量の削減取り組み（例）

⾒える化

問題点の改善

発⽣量の抑制

従業員の意識向上

グループシナジー

・計量器の導⼊等による、
品⽬ごとの排出量把握
・店舗と本部での情報共有

・分析、問題点の抽出
・本部による指導・⽀援
・分別、リサイクルの徹底

・ベストプラクティス共有
・各エリア単位における
共同収集運搬の推進

【計量器による実測】

【ベストプラクティス事例集】



9Copyright (C) 2017 ÆON Co., Ltd. All Rights Reserved.

店舗・商品を通じて︓賞味期限の年⽉表⽰

年⽉表⽰イメージ

トップバリュ純粋はちみつ（250g） トップバリュ鶏五目釜めしの素（264.7g）
トップバリュ北海道産生クリームの

クリームシチュー（150g）

PBの加⼯⾷品で、賞味期限1年以上の商品を、今後2年以内に
年⽉表⽰へ移管。2018年４⽉を⽬途に下記３品を変更予定。

2018年４⽉から年⽉表⽰へ変更予定の商品
変更前 変更後
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地域とともに︓⾷品資源循環モデルの構築
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⾷品リサイクルループ例（農産物）

店舗や直営農場を拠点に、全国でイオン独⾃の循環モデルを構築

全国各地域10か所・
グループ1000店舗以上
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お客さまとともに:店頭での啓発活動
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店頭キャンペーン（2017年）

政府や⾃治体と連携し、お客さまへ⾷品ロス削減⾏動を呼びかけ

農⽔省と連携、⾷品ロス削減キャンペーン
（11⽉、イオンリテール南関東エリア全店で実施予定）

⾷品保存グッズの訴求

⾷品ロス削減アイデア募集

⾷品売場に、⾷品保存容器を展開

イオンチアーズクラブと連携、家庭で出来るアイデア募集
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バリューチェーン全体で取り組みを推進
⽣産⽣産 加⼯・流通加⼯・流通 店舗店舗 家庭家庭

12

発
⽣
抑
制

リ
サ
イ
ク
ル

・鮮度向上技術の進化
・賞味期限の延⻑

・製造、加⼯の⼀元化
・規格外原料の活⽤

・納品期限の緩和

・賞味期限の年⽉表⽰

・鮮度向上技術の進化
・賞味期限の延⻑

・製造、加⼯の⼀元化
・規格外原料の活⽤

・納品期限の緩和

・賞味期限の年⽉表⽰

・発注精度の向上
・発注単位の⾒直し

・容量、⾵袋の⾒直し

・廃棄物の⾒える化

・発注精度の向上
・発注単位の⾒直し

・容量、⾵袋の⾒直し

・廃棄物の⾒える化

・啓蒙活動
（⾷品ロス予防）

・⾷育セミナー等

・啓蒙活動
（⾷品ロス予防）

・⾷育セミナー等

・農産物の規格外品
（形状・サイズ）

・輸送時間の短縮

・リサイクル原料の活⽤

・農産物の規格外品
（形状・サイズ）

・輸送時間の短縮

・リサイクル原料の活⽤

・飼料化、肥料化

・ガス化、熱回収

・⾮可⾷部の有効活⽤

・資源循環モデル構築

・飼料化、肥料化

・ガス化、熱回収

・⾮可⾷部の有効活⽤

・資源循環モデル構築

・分別の徹底

・資源循環モデル構築

・フードバンク寄付

・分別の徹底

・資源循環モデル構築

・フードバンク寄付

・啓蒙活動
（分別促進）
・啓蒙活動
（分別促進）

・緑肥利⽤、堆肥利⽤

・ガス化

・⾮可⾷部の有効活⽤

・緑肥利⽤、堆肥利⽤

・ガス化

・⾮可⾷部の有効活⽤
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